大阪府の食に関する情報発信について　（平成22年1月～12月）
１　情報の収集


２　情報の提供



資料　１





提言�
インターネットを活用した、ウェブページの開設（窓口の多様化）�
�
実施方法�
大阪府ＨＰに設置した「食の安全安心に関する問い合わせ」窓口（メールフォーム）による、府民からの情報の収集�
�
Ｈ22年実績�
寄せられた情報：13件


関係機関へ連絡するとともに、情報提供者への回答を実施�
�
結果�
寄せられた情報だけでは、詳細や相談者の想いが把握しにくい


⇒　返信回答するにあたり、くいちがいや誤解を招くことがある�
�
　　





　保健所等の窓口による情報の収集　


保健所等の窓口で府民からの食中毒及び健康被害につながるおそれのある食品の苦情や相談を受理


【保健所での食品の苦情・相談件数：1,631件】、【消費生活センターでの食品の危害情報件数：19件（4～12月）】


　インターネット上の窓口を活用した情報の収集　


メールによる相談窓口として、「食の安全安心に関する問い合せ」窓口をはじめ、「各室課への問い合せ」、「府政へのご意見」窓口などを大阪府HP上に設け、府民からの情報を受理　　　　　【食に関するメール相談：46件】


　関係部局等からの情報の収集及び共有　


食に関する情報の一元化を図るため、連携を強化　　　　　　　　　　　　　　　【他部局からのメルマガ情報：70回】


大阪府食の安全安心推進委員会に「情報連絡会」を設置（H20.4～）し、食の安全安心に係る情報を共有している（平常時：メール、緊急時：会議）


他自治体及び国からの行政情報を収集【他自治体：食中毒報道資料108件、国：添加物、表示等に関する通知42件】





提言�
場の工夫（生活現場に近いスーパー、ショッピングセンター等の活用）と提供�
�
実施方法�
生活現場に近い場に出向いての意見交換会の実施�
�
Ｈ22年実績�
大学生協におけるサイエンスカフェ形式※を用いた意見交換会の開催（8月）


※サイエンスカフェ形式：比較的小規模な場所で、コーヒー等を飲みながらくつろいで討論する方法�
�
結果�
少人数のため時間対効果は低いが、くつろいだ雰囲気であるため生の意見が出やすい�
�
提言�
インターネット環境の整っていない人に配慮した、活字媒体やマスコミ等を活用した提供


身近な施設である販売店や飲食店の店頭等を活用した情報の発信�
�
実施方法�
リーフレット、パンフレットの配布、広報誌への掲載


スーパーやショッピングセンターでの啓発活動�
�
Ｈ22年実績�
商店街でのノロウイルス啓発（12月）


イオン（鶴見店）での食中毒予防啓発イベントを開催（7～8月）


（子ども服売場で、妊婦及び乳幼児の保護者に対し、肉の生食の注意喚起を実施）


スーパーのアナウンスによる食中毒予防啓発（6～9月、11～2月）


府政だより（H22.12発行）へノロウイルス食中毒予防記事を掲載�
�
結果�
商店街等での啓発は、時間対効果としては低いが、府民に対し丁寧に説明できるため、一人一人の理解度は高かった


府政だよりや身近な販売店等での広報物の掲示は、伝えたい情報が限定されるものの、多くの人の目につきやすい�
�
提言�
必要な人に直接情報を届けるシステムづくり（モバイル等への情報メールサービス）�
�
実施方法�
H21.4～配信を開始した食の安全安心メールマガジンにより食に関する情報を配信�
�
Ｈ22年実績�
配信回数：計272回　　メールマガジン登録件数：4285件


前年と比較し、事業者向け情報を充実：4回⇒29回


各種啓発イベントでのメールマガジン普及活動�
�
結果�
特に子育て世代は、食の安全安心に対して関心が高いことがわかった


今後は、主婦層の登録者拡大に向けて子育て世代向けの情報の充実が必要�
�
　





　リスクコミュニケーション等による情報の提供　


リスクコミュニケーションによる意見交換


食の安全安心シンポジウム：食品添加物について、その必要性などを、事業者、消費者、行政のそれぞれの立場から意見交換を行った　　              　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【参加者：251名】


サイエンスカフェ：サイエンスカフェ形式を用いた食の安全安心について意見交換を実施　　　　　　　　　　【2回、26名】


講習会、研修会等による情報の提供


食品衛生講習会：保健所等での講習会及び街頭ｷｬﾝﾍﾟｰﾝの実施


【講習会受講者数：407回、15,101名】、【街頭ＰＲ：19回】・・・（4～12月）


農薬安全使用講習会：農薬の安全かつ適正使用の推進を目的として講習会を開催　　　　　　　　　　【参加者：250名】


食品表示事業者研修会及び出前講座：JAS法食品表示制度の普及・啓発を目的に、食品関連事業者等を対象に研修会及び出前講座を実施　【研修会：2回、366名】、【出前講座：6回、385名】


　大阪府ホームページ等による情報の提供　


大阪府ホームページによる情報の提供


食の安全推進課：食の安全安心に関する新着情報※、食品衛生法違反等の情報、自主回収情報など


農政室：大阪産（もん）について　など　　健康づくり課：食育通信　など　


流通対策室：大阪府Eマーク食品、JAS法食品表示関連情報　など


※食に関する緊急情報や注意喚起情報を、各部局から収集し、情報の一元化に努めるとともに、「食の安全安心に関する新着情報」ページへ強調して掲載


メールマガジンによる情報の提供


食の安全安心メールマガジン：食に関する情報を、5つのカテゴリー(緊急・自主回収・事業者向け・イベント・その他)情報に分類し、随時、登録者へ情報提供。各部局で収集した食に関する情報を一元化して、メールを配信　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【配信回数272回】


メールマガジン「かわら版＠ｉｐｈ」：府立公衆衛生研究所から身近でホットな健康と安全お役立ち情報や研究活動の紹介、感染症発生状況などをメールで配信　　　　　　【食関連情報の配信回数：8回】


大阪府庁職員ブログによる情報の提供


ブログという利点を生かし、府民に親しみやすい内容で情報提供する方法として、食の安全推進課では12月より掲載を開始　               　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【食の安全推進課の職員ブログ掲載回数：12回】


　報道機関等を通しての情報の提供　


報道機関を通しての情報の提供


食に関する緊急情報、行政処分情報、行政施策に関する情報などのうち、特に府民へ広く周知が必要な情報は報道機関を通して情報を発信　【50件、「食中毒」、「食に関する違反情報」、「食育」、「JAS法違反の指示公表」関連など】


業界紙、広報誌を活用し、食の安全安心情報（食中毒予防、認証制度、食育、健康づくり応援団、米トレーサビリティ法など）の提供　　　　　　　　　　　　　　　【94回（4～12月集計）：業界紙・府政だより・くらしすと・各市広報など】








